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特集 鳥獣害―野生鳥獣による農林業被害とその対策 

 

鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進 

 

前・農林水産省農村振興局農村環境課鳥獣対策室長 

田中健一 

 

1 鳥獣被害防止対策 

野生鳥獣による農作物被害額は、平成 28 年度が 172 億円と 4 年連続で減少し、平成 11 年度の

調査開始以来、最低水準となっているが、営農意欲の減退、耕作放棄・離農などの要因など、数字

に表れる以上に農山村に深刻な影響を及ぼしています。 

 

鳥獣被害の深刻化・広域化を踏まえ、平成 19 年 12 月に鳥獣被害防止特別措置法が全会一致で成

立し、被害の状況を適確に把握しうる市町村が、各種支援を活用して、地域の実情に即した対策を

主体的に実施できるようにしています。平成29年4月末現在、被害防止計画策定市町村数は1,458、

実施隊設置市町村数は 1,140 です。 
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注：都道府県からの報告による。ラウンドの関係で一致しない場合がある。（農林水産省調べ） 
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農林水産省では、被害防止計画に基づく地域ぐるみの総合的な取組を支援する「鳥獣被害防止総

合対策交付金」を措置しています。同交付金では、①侵入防止柵の整備、②捕獲わなの導入、追い

払い、放任果樹の伐採などの地域ぐるみの被害防止活動、③他地域の人材を活用した捕獲（10 万

円／人）、ICT 等を用いた新技術実証、④捕獲活動経費の直接支援などを推進しています。 

 

 

近年、侵入防止柵やはこ罠の見廻り点検の効率化を図るため、ICT を活用した鳥獣被害防止対策

を講じる市町村が全国に 333 市町村あり、今後も全国で 150 の市町村が ICT の利活用を計画して

います。 
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2 ジビエ利活用の推進 

農作物被害が深刻化する中、野生獣の推定生息数（平成 27 年度）は、環境省によれば、シカ（北

海道を除く）が 25 年間で約 10 倍の 304 万頭、イノシシが 25 年間で約 3 倍の 94 万頭となってい

ます。 

環境省及び農林水産省は、「抜本的な鳥獣捕獲強化対策」を平成 25 年 12 月に策定し、捕獲強化

に向けた対策を講じ、当面の捕獲目標としてシカ、イノシシの生育頭数の 10 年後までの半減目標

（H23：412 万頭→H35：約 205 万頭）を目指しているところです。 

 

捕獲頭数については、捕獲強化策の実施によりシカ（北海道を除く）、イノシシともに増加傾向

で推移し、平成 27 年度は過去最高を記録し、シカ（北海道を除く）は 45 万頭、イノシシは 55 万

頭となっています。この結果、平成 27 年度シカの推定生息数は減少傾向に転じ、イノシシは減少

傾向となっています。半減目標の達成に向けては、より一層の捕獲強化に取り組む必要があります。 
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平成 30 年 2 月に農林水産省統計部が、全国 563 の獣肉処理加工施設のジビエ利用を 1,283 トン

と公表しました。主な設置場所は北海道、長野県以西の府県です。捕獲頭数全体に占めるシカ、イ

ノシシのジビエ利用率は 7％と低調でした。 

ジビエの衛生管理については、厚生労働省が平成 26 年 11 月に「野生鳥獣肉の衛生管理に関する

指針（ガイドライン）」を策定し、狩猟、運搬、処理、加工・調理・販売、消費の各場面で適切な

衛生管理の方法、注意点などを示しています。 

 

 

 

移動式解体処理車は、遠方から処理加工施設に搬入する場合でも肉質を劣化させないよう、捕獲

現場近くまで移動し、車内にて解体・内蔵摘出・はく皮までを行うことができる特殊車両です。導

入に当たっては、都道府県の食品衛生条例上の取扱を定める必要です。 
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このような中で、平成 28 年 12 月に改正された鳥獣被害防止特別措置法では、目的規定に捕獲し

た鳥獣の食品としての利用が明記されるとともに、平成 29 年 3 月に官房長官を議長とする「ジビ

エ利用拡大に関する関係省庁連絡会議」を設置し、有識者から示された提言等を踏まえ、30 年度

に捕獲から運搬、処理加工までがしっかりとつながったモデル地区を 12 地区程度整備し、ジビエ

利用量を 31 年度に倍増させるという目標を掲げ、外食や小売等をはじめ、農泊・観光や学校給食、

更にはペットフードなど、様々な分野において、ジビエの利用拡大が加速するよう取り組むことと

しています。 
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農林水産省は、川上から川下の各段階においてジビエの流通や取引をスムーズに行うため、①商

品の荷姿を統一する「シカ肉やイノシシ肉のカットチャート」の作成、②厚生労働省が定めた野生

鳥獣肉の衛生管理に関するガイドラインを遵守する獣肉処理施設の認証、③ジビエ商品に関する共

通の表示ルールについて検討を進めています。 
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今後、農林水産省では、野生鳥獣を利用した農村地域の所得に変えていく、マイナスをプラスに

変える、そうした取組を関係省庁とも緊密に連携しながら、しっかりと対応していきます。 

 

 

●プロフィール 

田中健一（たなか けんいち） 

現職：国立研究開発法人 農業・食料産業技術総合研究機構 総括調整役 

職歴：1990 年 農林水産省農蚕園芸局農産課土壌保全班 入省 

2011 年 長崎県農林部農政課企画監 

2013 年 長崎県農林部農産園芸課長 

2014 年 農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課産学連携室長 

2017 年 農林水産省農村振興局農村環境課鳥獣対策室長 

2018 年 国立研究開発法人 農業・食料産業技術総合研究機構 総括調整役 

  


